
はじめに1

情報技術の革新は企業と生活者の関係に
変化をもたらしている。とりわけインター
ネットをベースとしたデジタル領域のコミュ
ニケーション・インフラ発展の影響は大き
い。情報を発信することは特定の企業や個人
の特権ではなくなり、一般の生活者もまた情
報発信を行うことで大きな影響力を持つこ
とが可能となった（McQuarrie and Phillips， 
2013）。また、ソーシャルメディアはブラン
ドを核としたコミュニティ（Zaglia，2013）
やパブリック（Arvidsson and Caliandro，
2015）の基盤となり、ブランドと生活者が交
差する新たな場が形成されている。このよ
うな変化の中で、企業が生産し消費者が消
費するという従来の明確な区分は益々曖昧
なものとなりつつある（岡田，2019 ;Vargo 
and Lush，2004）。企業が生産し、メディア
を使って生活者を刺激し、消費を促すとい
う20世紀に確立されたマーケティング・モ

デルは終焉を迎えようとしている（Kotoler， 
Kartajaya，and Setiawan，2010）。この時代、
私たちが見出す次なる打ち手とはいかなるも
のであろうか。本稿では、デジタル時代の広
告を企業と生活者の関係の上に成り立つもの
として捉え、トップランナーたちのケースと
インタビューに基づきながら、事業会社とそ
のパートナーであるべき私たち広告会社の包
括的な組織の在り方について論ずる。

解題―つながりを夢見る企業と階層性の壁2

企業（生産者）と生活者（消費者）の関係
は社会の変化と密接に関わっている（Sheth 
and Parvatiyar，1995）。産業革命より前の時
代、生産者は流通機能を分離することなく、
生産者と消費者は製品と相対して一点でつな
がってきた。しかし、産業革命以降、大量生
産・大量消費が実現するようになると、流通
業者による仲介が行われるようになり、これ
によって生産者と消費者は引き離されること
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となった。顧客の理解とコミュニケーション
は20世紀のマーケティングの大きなアジェ
ンダのひとつである。そして現在、デジタル
化が再び生産者と消費者を直接結びつけよう
としている。企業と生活者の“つながり”は、
今日のマーケティングにおける重要なテーマ
となりつつある。

萌芽的な実践のひとつにビッグデータと
AIを活用したデータ起点のマーケティング
が挙げられる。デジタル化によって企業と
生活者が“つながり”、生活者のある一定の
範囲を可視化することができるようになり、
マーケティングに活用されている。しかし、
依田・水越・本條（2016）は、amazon.com
やgoogleといったアクチュアルベースのマー
ケティングのトップランナーの取り組みを調
査し、これまでのマーケティングで重要視
されてきた“理由”の探求が“結果”の分析に
とって代わられ、当のマーケター自身、どう
してそのような結果になるのか理解できない
ままエグゼキューションが行われる“理由の
ブラックボックス化”が生じていると指摘す
る。これは換言すれば、本来“つながり”によっ
て理解が深まると目されていた生活者がか
えって見えなくなっているということでもあ
る。生活者がどのように行動するかはわかっ
ても、なぜそうするのかはわからないという
わけである。

もうひとつの萌芽的実践は、ブランドコ
ミュニティやソーシャルメディアを通じた
コミュニティ起点のマーケティングである。
デジタル化により情報発信力を得た生活者
は、ブランドを核にして（仮想的に、時に物
理的に）凝集したり（Muniz and O'Guinn，
2001）、ブランドを通じてアイデンティティ
を形成・確認したりすることが容易になっ
た（Arvidsson and Caliandro，2015）。企業
は場における“つながり”を通じて、直接生
活者との対話を試みることが可能になった。

しかし一方で、多くのマーケティング担当者
にとってそれは孤独で恐怖をもたらす時間
でしかなく、企業が発信するブランドメッ
セージはコミュニティにおいて生活者の抵抗
を受けることがあり、時にはコミュニティが
大規模な攻撃のプラットフォームとして利用
されることさえある（Fournier and Avery，
2011）。このように企業が生活者とつながる
ことは、必ずしも企業にとって有益とは限ら
ない。企業は生活者との“つながり”を夢見
る。しかし、構造的につながることができる
ようになったということと、実際につながっ
て相手を理解し、関係を築くことの間には大
きな隔たりがある。今日、企業と生活者の従
来の明確な区分が曖昧になったとはいえ、ま
だまだ売り手である企業と買い手である生活
者という階層性の壁が立ちはだかっている

（e.g.Gretry, Horváth, Belei, and van Riel，
2017）。企業はこの壁を乗り越えずして真の
意味での“つながり”を得ることはできない。

壁は乗り越えられるか―組織の枠を超えろ3

果たして、この階層性の壁は乗り越えるこ
とができるのであろうか。本節では、この領
域の先進的な事例として、ソーシャルメディ
アによるコミュニケーションを通じて生活者
と関係構築に取り組むTwitterの企業公式ア
カウントに注目し、階層性の壁の越え方につ
いて考察する。本稿で取り上げるシャープ株
式会社の公式Twitterアカウント運用担当者
は、広告会社のクリエイター以外の受賞は珍
しいとされる2017年度大阪広告協会・佐治
敬三賞を受賞しており、「広告の仕事の根っ
この部分にある大事なものを見直させてくれ
た」と高く評されている。また、2018年に
はTCC新人賞を受賞するなど、消費者との
インタラクションが優れた広告活動であると
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して評価されており、この分野の先進事例と
目される。

シャープ株式会社の公式Twitterアカウン
トの運用担当者は57万人（2019年９月現在）
を超えるフォロワーを抱え、日々絶え間なく
コミュニケーションを行っている。多くの公
式アカウントが自社のブランドについての投
稿を繰り返す中、シャープの運用担当者は、
むしろ自社やブランドとは関係ない内容を投
稿することが多い。時には競合ブランドの情
報を投稿することすらある。企業公式として
はゆるすぎるその内容はしばしば話題となっ
て人気を集め、Twitterコミュニティにとど
まることなく有名だ。運用担当者は「もうはっ
きり言って広告をしないほうがたぶん（製品
は）売れると思う」と言い、旧来的な広告か
ら距離を置く。旧来的な広告から距離を置く
ということは、コミュニケーションの内容を
変えるということだけではない。広告にはま
ず送り手がいて、一方で生活者は受け手であ
る、という前提をも取り止めてみるというこ
とである（水越・麻里，2017）。

運用担当者は「企業のアカウントではなく、
生活者の友人・知人になろうと思った」と言
い、それ故に、投稿の内容は自分の会社と関
係ないことが多い方がいいのだという。企業
アカウントでありつつも、生活者の友人・知
人を目指す。とはいえ、友達になりきってし
まうことが簡単にできるわけでもない。企業
アカウントは、個人であるかのように振る舞
いながら、“シャープさん”として独立した人
格を積み上げていく（水越・麻里，2017）。

この際、常に相手がいることを意識するこ
とは重要である。「ずっとリアクションを見
ながら次にしゃべることを決めていく。それ
は、一種の傾聴だと思う」と運用担当者は言
う。言いたいことを言っているだけでは、旧
来の広告と変わらない。固定された情報の送
り手と受け手という関係を見直す時、相手の

反応をリアルタイムでみるという日常のイン
タラクションと同じ方法が必要となるのであ
る（水越・麻里，2017）。

運用担当者は言う―「感情には感情しか反
応しないのです。人の共感を得るためには、
やはり発信側も、何らかの感情を出さなけれ
ばいけないと思います。何らかの感情を出す
ためには、一番近道なのは『個』です。従来
の主語があいまいな広告から決別し、主語を
企業の物言いにありがちな『我々』ではなく、
一社員という『個』にしてしまう方がやりや
すいはずなのです。」

このように企業と生活者の階層性の壁を
越えるヒントは組織の枠を超えることにある
と言えそうだ。シャープ株式会社のケースで
は、生活者ひとりひとりの個に対して“シャー
プさん”という個として向き合うことで一歩
だけ前にその歩みを進めようとしている。

組織の在り方―組織で組織の枠を超える4

組織に所属しながら個として振る舞うこ
とは容易なことではない。しかし、これは決
してシャープ株式会社が特異な単一の事例で
あるというわけでもない。株式会社キングジ
ム、井村屋株式会社といったTwitterの企業
公式アカウントもやり方こそ異なるものの、
同じような手法によって生活者との距離を縮
めるべく試行錯誤が重ねられている。

それをより組織として実現しているのが
「よなよなエール」で知られるヤッホーブルー
イングである。彼らは、企業文化や価値観に
のっとった上で、社員ひとりひとりが自分の
個性を思いきり出していいという行動規範を
共有している（井手，2016）。それぞれが個
性を全面に出し、ひとりひとりの顔が見える
コミュニケーションを展開することで、階層
性の壁を越えようとしている。そして、それ
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はデジタル領域に留まらない。
社長の井手氏は言う―「（イベントを通じて）

ビジネスを超えて、響き合えているという確
信がありました。僕らの『チーム』は、社内
を超えて、お客様にも広がっていた」「もう
メーカーとお客様という関係ではなく、社員
も参加者も『よなよなエールが好きな仲間』
に変わっている」（井手，2016）

このように生活者という個に対して個の
集団を形成することで組織的に組織の枠を超
え、階層性の壁を乗り越えることができる。
さらに、ヤッホーブルーイングのケースが示
すように、コミュニケーションが進むと生活
者も集団の一部を形成するようになる。井手
氏が言う「お客様にも広がるチーム」、即ち、
企業と生活者という階層関係から「仲間」と
いう対等な関係へと進化する兆しを見て取る
ことができる（図１）。

帰結―広告会社的、
関係性マーケティング再考5

本稿では、デジタル時代の広告が企業と生
活者の関係の上に成り立つものとして捉え、
トップランナーたちのケースとインタビュー
を裏付けとしながら、いかにして企業と生活
者という階層性の壁を乗り越えることができ

るのか、探索的に検討を行ってきた。結論と
して「個」の重要性が指摘され、さらには

「個」の組織化や生活者との融合によるチー
ム化についてもその可能性が見いだされた。

最後に、我々、事業会社を支えるパート
ナーであるべき広告会社の立場として、この
問題にどのように貢献が可能なのか、議論し
ておく必要があるだろう。方策は３つある。
第一に企業の「個」の支援である。インタ
ビューを通じて感じたことは，会社を代表し
て「個」を貫くことはとてつもなく孤独であ
るということである。生活者に寄り添い、フ
ラットな目線でこれを理解せんと努め、フロ
ントに立つ「個」を支援することは重要な役
割になるだろう。

第二に企業の「個の集団」の支援である。
個性と企業文化や価値観を同時に保つことは
難しい。どのように組織を組成し、個の集団

を形成していくべきか。生活
者の理解を旨とする我々こそ
が担うべき役割であろう。

第三に、我々広告会社のメ
ンバーも「チーム」に仲間入
りをするということである。
広告主も広告会社も生活者も
すべてがひとつのチームにな
れた時、真に階層性の壁を乗
り越えることができる。ネス
レ日本の「ネスカフェアンバ
サダーキャンプ」のケースに

見られるように、裏方として働くだけでなく、
アクティビティの時間には参加者と一緒にバ
スケを楽しんだり、キャンプファイヤーの時
間にはDJをしたり、バーテンダーをしたりと、
一緒に楽しむ姿（徳力，2016）はその先駆け
として象徴的なものであろう。

これらの実現は、これまでの広告主と広
告会社、即ち、発注者と受注者という階層関
係のままでは困難だろう。まずは、広告主と

図１.　階層性の壁の乗り越え方

※筆者作成
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の階層性の壁をお互いに乗り越えるところか
ら、この時代の新しい組織の在り方に向けて
第一歩を踏み出す必要がある。
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